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16世紀ヨーロッパにおける
ロレーヌ＝エ＝バール公権とその対外政策
－18世紀における公権の «souveraineté» 解明にむけて－
帆　北　智　子
Ⅰ．はじめに
　本稿は、１８世紀ロレーヌ＝エ＝バール公権の主体的で自律的な側面を «souveraineté» （「主権」1）
という観点から照射し、地域独自の権力理論を明らかにすることで、従来のロレーヌ＝エ＝バール
公権像を再評価しようとする研究の一部に位置づけられる。具体的には、１６世紀ロレーヌ＝エ＝バー
ル公権の国際的位置を確認し、以降の公権が、伝統的かつ基本的な対外政策として、中立政策をと
るようになった背景を明らかにしたい。
　中立政策は、１８世紀のロレーヌ＝エ＝バール公権が、その対外的な «souveraineté» を確立する
ために駆使し続けた対外政策であることから、当該期における公権の論理を理解するための重要な
分析対象の一つといえる。O. Brunner によると、「主権 souveraineté」はヨーロッパに特有の基本
概念であり、その対外的側面と対内的側面のうち、第一義にくるのは、「対外的な独立」を意味す
る «souveraineté» である2。この対外的 «souveraineté» は、もともと、中世以降（とくに１３世紀以降）
の王権が、ローマ教皇を中心とした教会権力や神聖ローマ皇帝などの、超国家的権力に対抗する手
段や理論を模索する中で確立されていったとされる3。王権は、「外部」から自身を防衛するという
欲求を充足し、教皇と皇帝がその権力行使を正当化するために用いた超国家的法規であるローマ
法の影響力を排すことで、「世俗のいかなる従属からも脱した自由な国家（ないしは状態）un État 
exempt de tout sujétion terrestre」である «État souverain» になることを目指した4。
　この説明から、フランス史の文脈において、«souveraineté» に関する議論が王権と関連したも
のに独占されてきた背景に、ローマ教皇と神聖ローマ皇帝という「外部」に対抗しえた初めての権
力がフランス王権であったからという、史的展開上の理由があったと分かるが、では、ロレーヌ＝
エ＝バール公権は、その対外的 «souveraineté» を確立するために排外すべき「外部」としてどの
ような権力を主眼においたのだろうか。
要　　旨
　１８世紀ロレーヌ＝エ＝バール公権の «souveraineté» 解明を目的とした補完的な考察として、
１６世紀ロレーヌ＝エ＝バール公権の国際的位置づけについて確認することで、ロレーヌ＝エ＝
バール公権が、伝統的かつ基本的に対外的な中立をとることとなった背景を明らかにした。
　キーワード： ロレーヌ＝エ＝バール公権／ «souveraineté» ／中立政策／神聖ローマ帝権／フ
ランス王権
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Ⅱ．ロレーヌ＝エ＝バール公権の起源とその法的資格
　ロレーヌ＝エ＝バール公権を構成していたロレーヌ公権とバール公権の起源は、そのどちらも神
聖ローマ皇帝から授与された封（地）fief であったとされる。１４２０年に、バール公ルネ1世 René Ier
がロレーヌ公家の唯一の跡取りであったイザベル Isabelle と結婚し、ロレーヌ＝エ＝バール公権が
誕生するまでは（１４３１年）、それぞれが別々の封建国家 État féodal であった5。
　封建国家とは、臣従礼をへて、最高封主 suzerain（ないしは、君主 souverain, 領主 seigneur）
により封臣 vassal に授与された封が、「国家的」な自律的性格をもつにいたるまで発展、拡大した
状態をさす用語であるが、「国家」といえども、あくまでも封主に従属する封であることに変わり
はない。この限りにおいて、ロレーヌ公およびバール公は、神聖ローマ皇帝という封主の封臣にあ
たる。封主と封臣の関係は、基本的に相互義務的な契約関係であるというごく一般的な定義にした
がえば、封主は、封の保有に関して臣従礼と忠誠 fidélité の義務をはたすことを要求する以外、授
与した封の統治 administration にはいっさい介入することができない6。この意味において、封臣は、
封主にたいする義務を履行する限り、封の内部においては君主であり、領主であり、絶対的な主人
maître absolu であって、完全な「独立」を享受していたとされる7。
　封の保有者 possesseur である封臣が、封というみずからの領地にたいして行使するさまざまな
権利が、周知のとおり、領主権 droits seigneuriaux である。所有を認められた封にたいして行使
可能な権利項目という観点でいえば、封主が行使する領主権と封臣のそれは、封臣が封主にたいし
て一定の義務を履行するということを除いて全く同等であり、封建領主 seigneur de fief たちが行
使する諸権利は、«souveraineté féodale» に集約される8。 
　«souveraineté féodale» は、元来、土地 sol そのものに付帯する要素とされ、中世の、いわゆる
封建制の時代 régime féodal において、この «souveraineté» と所有 propriété の観念が融合し、独
立（性）という概念に抽象的に関連づけられた9。さらに、 «souveraineté» の及ぶ範囲と所有の範
囲が一致するという点で、領域的に確定的な境界をもつ「主権国家」の概念にも関連づけられていっ
たと考えられるが、それでもなお、封の授受が臣従礼を通じてなされるという観念が維持される限
り、封主と封臣は家父長的な上下の権力関係（封建的主従関係）に規定され、原則として封主側の
政治的意向によって最終的には拘束された。
　したがって、ロレーヌ＝エ＝バール公は、ロレーヌ＝エ＝バール公国に付帯する «souveraineté 
féodale» の保有者であり、封の内部にたいしては君主、そして領主でありつつ、最高封主である神
聖ローマ皇帝との封建的主従関係のもとでは、神聖ローマ帝国の一角を担う領邦君主という位置づ
けにあった１０。
Ⅲ．ロレーヌ＝エ＝バール公権の「独立」論争とニュルンベルクの和解
　Ⅱでみてきたように、ロレーヌ＝エ＝バール公権は、封建的権力関係にしたがった法的外郭の
もとにあったが、実際は、神聖ローマ帝権とロレーヌ＝エ＝バール公権との間で、ロレーヌ＝エ
＝バール公国の君主としての正当性や、ロレーヌ＝エ＝バール公権の「独立」をめぐる論争が展
16 世紀ヨーロッパにおけるロレーヌ =エ =バール公権とその対外政策　　帆北　智子
221
開されていた。なかでも、アントワヌ公期（在１５０８～１５４４年）の論争は、ニュルンベルクの和解
transaction de Nuremberg（１５４２年）と呼ばれる協約のもとに一定の解決をうみ、その後１８世紀に
いたるまで、ロレーヌ＝エ＝バール公権と神聖ローマ帝権の関係を法的な観点から大きく規定しつ
づけた点で注目にあたいする。
　１６世紀初頭に宗教改革がはじまり、アントワヌ公がルター派への対応におわれることによって公
国に不在の状態がつづくと、これに乗じた神聖ローマ皇帝フェルディナント１世は、ロレーヌ＝エ
＝バール公の臣下（つまり、神聖ローマ皇帝の陪臣 arrière vassal）からの直接的な徴税をこころ
み、これに反対した臣下に、帝国最高法院 Reichskammergericht への出廷要求を行うようになっ
た１１。これにたいし、ロレーヌ＝エ＝バール公権は、公国内のいくつかの封については、たしかに
ロレーヌ＝エ＝バール公が神聖ローマ皇帝の封臣であると認めつつも、ロレーヌ＝エ＝バール公国
自体は、帝国の一地方 province ではないこと、ロレーヌ＝エ＝バール公は、誰にも従属しない君
主 souverain であり、その裁判をおこなう権利 juridiction もまた、他のいかなる権威から独立して
いるという主張をおこなった１２。つまり、神聖ローマ帝権がロレーヌ＝エ＝バール公の臣下にたい
する課税や裁判権の行使を、最高封主の権利droits du suzerain を根拠に主張したのに対し、ロレー
ヌ＝エ＝バール公権は、このような一方的な権利行使を、神聖ローマ皇帝との封建的主従関係に
よってみとめられた «souveraineté féodale» の侵害とみなすどころか、所有地（所領、領地）に住
む人々を「法の下で一元的に統治する」という観点から用いられる «souveraineté politique» の侵
害ともみなしたといえる１３。
　したがって、 こののちに結ばれたニュルンベルクの和解は、ロレーヌ＝エ＝バール公に、「一
国家 un État」である君主国 État souverain（領邦国家 Territorialstaat１４ ; 諸侯領 principauté 
souverain）としての独立と、それに伴う «souveraineté politique» の単独的な行使を承認した点で、
ロレーヌ＝エ＝バール公側の主張を全面的に認めるものであった１５。たとえば Taveneaux が、こ
の和解を、ロレーヌ＝エ＝バール公権に「«souveraineté» の完全さ」を保証するものであると評
価したのは、このような意味においてであるだろうが、ここで改めて、その「和解」の内容を確認
しておく必要があるだろう１６。
　ニュルンベルクの和解について言及する多くの著作が、この条約を象徴する文言として引用する
のは、「自由で統合不可能libre et non incorporable」という部分である１7。この文言が含まれる一文は、
以下の通りである。
従属地をともなうロレーヌ＝エ＝バール公国は、つねに自由で統合不可能であり、かつ、自
由で統合不可能でありつづけることにする。それゆえ、ロレーヌ＝エ＝バール公国は、いか
なる上位権力 supériorité や君主 principauté にたいしても自由で統合不可能であることにつ
いて、皇帝陛下（神聖ローマ皇帝）、すべての選帝侯、すべての公爵および等族から、永久に、
自由で統合不可能であるとみなされ、承認され、称される tenu、 reconnu et nommé ことと
する１８。
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　ロレーヌ＝エ＝バール公権は、この文言のもとに、帝国の裁判制度から完全に離脱し裁判権の独
占を承認された。この点をもって、以降のロレーヌ＝エ＝バール公国を、たとえば、「自由で独立
した «souveraineté»」（souveraineté libre et indépendante）をもつ「一つの国家 un État」や、「近
代的で、自律的で独立した真の国家」などとみなす評価が、じつに多くの著作にみられる１9。
　その一方で、ロレーヌ＝エ＝バール公は、ポン＝タ＝ムソン侯領 marquisat de Pont－à－Mousson
やブラモン伯領 comté de Blamont をはじめとするいくつかの封や、ルミルモン大修道院 abbaye 
de Remiremont、貨幣の打造場を擁するイヴ ville d’Yve などについては、従来どおり、臣従礼を
つうじた封建的主従関係のもと、封主である皇帝の臣下として «souveraineté féodale» を承認され
る立場にとどまった２０。また、封にかかる税とは別に、選帝侯が神聖ローマ帝権に支払う三分の二
相当の額を帝国税として帝国最高法院に納めることによって、「アントワヌ公とその継承者および
ロレーヌ＝エ＝バール公国」は、帝国のその他の君主や等族と同様に、神聖ローマ皇帝および帝国
が「保護し、庇護をさずけ、保守する protéger, défendre et maintenir」こともこの和解で定めら
れた２１。さらに、イタリア戦争を終結させたカト＝カンブレジ条約（１５５9年）において、神聖ロー
マ皇帝には、ロレーヌ＝エ＝バール公国にたいする封の取り戻し権 droit de reprise de fief の請求
権が承認され、この権利は、ヴェストファーレン条約（１６４８年）で放棄されるまで保持された。つ
まり、ニュルンベルクの和解以降のロレーヌ＝エ＝バール公国は、«État souverain» であると同時
に、封としての法的条件を付与されることで «souveraineté féodale» が依然として機能する状況に
あったと言える。
　ニュルンベルクの和解によってもたらされたこのような状況について、Vignal Souleyreau は、
ロレーヌ＝エ＝バール公が、「事実上の «souveraineté»」（souveraineté de fait）は享受したが、「法
的 «souveraineté»」（souveraineté de droit）の全面的な獲得はできなかったと説明する２２。この意
味は、ロレーヌ＝エ＝バール公が、公国内にある神聖ローマ皇帝に帰属する封に関して封建法にし
ばられる一方で、実際上、公国において «souveraineté» を行使し、統治しているのはロレーヌ＝
エ＝バール公権である、ということだろう。しかし、視点をかえれば、別の解釈の可能性もみえて
くる。
　というのも、ニュルンベルクの和解は、ロレーヌ＝エ＝バール公にたいして «souveraineté 
féodale» を改めて認めたものでもあるため、封建法に則る限りにおいて、「法的」 «souveraineté» 
を同公に承認したものと解釈することができるためである。一方で、１１世紀のロレーヌ公ジェラー
ル（１０３０年ごろ～１０7０年）以降、アントワヌに至る歴代ロレーヌ公（１５世紀からはロレーヌ＝エ＝バー
ル公）が、神聖ローマ皇帝にたいする臣従礼を行ってこなかったことを考慮すれば２３、ロレーヌ＝
エ＝バール公と神聖ローマ皇帝の封建的な主従関係をあらためて確認させることとなった点で、ロ
レーヌ＝エ＝バール公権がこれまで行使してきた事実上の «souveraineté» は、ニュルンベルクの
和解を機に欠如する方向にむかった可能性がある。結果、同協約以降のロレーヌ＝エ＝バール公の
法的ないしは事実上の «souveraineté» は、その比重に変化があったと確かに言えるだろうが、当
該期における «souveraineté» の性格を見極めるためには、封建法と現在にも通じるような近代法
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の側面をより詳細に精査し、なにをもって「事実上」と言いうるのかを見極める作業が今後も必要
となる。
　たとえば、ニュルンベルクの和解が、アントワヌ公の不在時に起こっていた課税や裁判など
の国内問題に対する神聖ローマ帝権からの直接的な干渉を制限したとすれば、それは、«État 
souverain» の要件である対内的 «souveraineté» の安定的行使という観点において、Vignal 
Souleyreau の主張通り、事実上の «souveraineté» の享受につながったと判断しうるだろう。あ
るいは、Bégin が指摘したように、同協約が女系の相続権をみとめる神聖ローマ帝権（ハプスブ
ルク家）の影響をいくつかの封に集中させ、公国全体への影響を排除し、法慣習と家系的な基盤
という面からロレーヌ＝エ＝バール公家の権力を強化する作用を生んだとすれば、その対内的 
«souveraineté» もまた強化される方向にむかったと考えられる。しかし、対外的 «souveraineté» 
という観点から見れば、ロレーヌ＝エ＝バール公が封建的な主従関係にしばられていること自体、
«souveraineté politique» の一定の欠如を示すものであり、同協約によって「自由で統合不可能」
であることを認められたロレーヌ＝エ＝バール公権の «souveraineté» は、法的にも実態的にも一
定の不完全さを内包しつづけることになったといえるだろう。つまり、当該期のロレーヌ＝エ =
バール公権には、«État féodal» と «État souverain»、両方の要素につながる諸側面がみられたの
であり、程度の差こそあれ、当該期に存在した多くの領邦が経験する過渡期にあったことを指摘し
うるのだ２４。
　とはいえ、ニュルンベルクの和解は、ロレーヌ＝エ＝バール公権にたいして「自由で統合不可
能」な権力として「自由で独立した «souveraineté» 」を認めた点で、自由権 Libertät と領邦支配
権 ius territoriale、すなわち «souveraineté politique» を、帝国内の等族（領邦）に認めたとする
１６４８年のヴェストファーレン条約に先駆けるものであり、ニュルンベルクの和解で提示された諸条
件が示すとおり、ロレーヌ＝エ＝バール公権が、他の領邦以上にすぐれて「独立」した状態にあっ
たことは言及しておく必要があるだろう２５。
　ヴェストファーレン条約においては、ロレーヌ＝エ＝バール公にたいして皇帝がもっていた封
の取り戻し権が放棄された。封の取り戻し権は、領主権のひとつであり、封臣の死亡によって封
主にいったん返却された封を２６、封臣の相続者が臣従礼をおこなうことによって、その相続者を
あらたな封臣として認めるための権利である。つまり神聖ローマ皇帝は、ヴェストファーレン条
約をきっかけに、ロレーヌ＝エ＝バール公位の継承にさいして、臣従礼を常に要求することがで
きる権利を放棄したことになる。したがって、ロレーヌ＝エ＝バール公権は、これを機に「主権
souveraineté」を承認された他の領邦国家と同様に、神聖ローマ皇帝との封建的主従関係上の封臣
という伝統的な資格からよりいっそう離れたのであり、その結果、１7世紀中期以降のロレーヌ＝エ
＝バール公国には、«État souverain» としての側面がより促されていったと考えられる。
　このように、神聖ローマ皇帝との関係からロレーヌ＝エ＝バール公の立場が位置づけられる一方
で、ロレーヌ＝エ＝バール公権の国際的な立ち位置や法的資格を明確に定めるためには、フランス
王権との関係も切り離して考えることができない。なぜなら、ロレーヌ＝エ＝バール公権は、その
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伝統的な封建的主従関係という点で神聖ローマ帝権とは距離をおくことに成功したが、一方で、１８
世紀にいたってもなお、フランス王権との封建的な主従関係から脱却できなかったためである。
　１３０１年のブルジュ条約は、バール公国の一部であるバロワ・ムヴァンがフランス王の封になるこ
とを定めたが、フランス王は、ニュルンベルクの和解によるロレーヌ＝エ＝バール公権の「独立」
を機に、バロワ・ムヴァンに関する封臣としての臣従礼をロレーヌ＝エ＝バール公に要求しはじめた。
さらにフランス王権は、１５7１年のブローニュ条約において、フランス王による臣従礼の要求をはじ
めとした「封建的諸権利 droits de féodalité」に関連する権利の保持と、バロワ・ムヴァンで起こ
される上訴審をパリ高等法院が扱うことをさだめ、公権の自律性を抑制するための施策を講じた。
　１６世紀中期以降になると、フランス王権は、いよいよ軍事占領という形でロレーヌ＝エ＝バー
ル公権の «souveraineté» を侵害し始めた。まず、１５５２年には、公国内の三司教領（トゥール Toul、
メス Metz、ヴェルダン Verdun）を王権の「保護体制 régime de protection」の下においた２7。１7
世紀以降にも軍事占領をたびたびおこない、とりわけ三十年戦争（１６１８～１６４８年）では、公国を主
戦場の一つとしたため、ロレーヌ＝エ＝バール公は、ウィーンに亡命せざるをえなかった。暴力的
な強制力をともなう軍事占領は、バロワ・ムヴァンだけではなく公国全土に及び、公権の機能を、
つまり公権による «souveraineté» の行使そのものを一方的にかつ全面的に停止させ、公権の自律
性のみならず、その独立性をも制限することに繋がっていった。
Ⅳ．ロレーヌ＝エ＝バール公権の伝統的外交：中立政策へ
　Ⅲで確認したように、諸条約におけるロレーヌ＝エ＝バール公権の国際的、法的位置づけは、そ
の対外政策と切り離して考える事はできないだろう。当然ながら、これらの諸条約の締結は、ロレー
ヌ＝エ＝バール公権が外交的な働きかけをおこなった一定の結果という側面をもつためである。た
とえば、われわれは、ニュルンベルクの和解が、アントワヌ公の対外的な中立政策によって手にし
た成果の一つであると位置づける研究をいくつか目にすることができる２８。
　ロレーヌ＝エ＝バール公権の外交が対外的な中立をめざしていたことは、一般にしばしば言及さ
れることである。この中立政策は、とりわけ１６世紀のアントワヌ公時代以降に顕著になり、たとえ
ば Livet によると、ロレーヌ＝エ＝バール公国には、公国を守るような自然の障壁（山河）がなく、
他権力がもつ領地との境界線が複雑であり、フランス王と神聖ローマ皇帝という二大権力の封臣で
あるという理由から、１６世紀のロレーヌ＝エ＝バール公権がとるべき道は、中立政策しか残されて
いなかった２9。
　アントワヌ公の時期になって中立政策がより積極的に志向されることとなった要因については、
中央集権化にともなうフランス絶対王制の成立や宗教改革といったより大きな歴史的流れから、イ
タリア戦争や三十年戦争といった諸戦争、あるいは、神聖ローマ皇帝選挙、ロレーヌ＝エ＝バール
公家の結婚関係などに至るまで、さまざまな視角からの説明が試みられてきた３０。
　しかしながら、«souveraineté» という視角により直接的に関連する要因をさぐるためには、イ
タリア戦争をつうじてフランス王と神聖ローマ皇帝の対立が高まるなか、フランス王フランソワ1
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世が、ロレーヌ＝エ＝バール公と封建的主従関係にあるバロワ・ムヴァンにも目をつけた点に注目
する必要がある。
　フランス王権側の対神聖ローマ帝権戦略地として研究者たちの注目をこれまで集めてきたのが、
バロワ・ムヴァンではなく三司教領（トゥール、メス、ヴェルダン）であったことは間違いない。
それは、１５５２年におこなわれた三司教領の占領は、プロテスタント諸侯とロッハウ条約（１５５１年）
Traité de Lochau を結んだアンリ2世が、「ドイツの自由と囚われている諸侯の擁護者」という大
義名分のもと、これを保護領 protectrat にしたためであり、«souveraineté» を主張するという体
裁ではおこなわれなかった３１。もちろん、フランス王権がメスに高等法院を設置することで、三司
教領を保護するという大義名分がいつの間にか薄れ、三司教領がフランス王の領地として既成事実
化されていき、最終的にはヴェストファーレン条約で正式にフランス王の支配下に入っていくとい
う経緯は、ロレーヌ＝エ＝バール公権の «souveraineté» をより大局的な視点から考えるうえでは
無視できない。
　しかし、このような大きな流れのなかでロレーヌ＝エ＝バール公権の «souveraineté» に言及す
ることは、筆者の手に大いにあまる。またなにより、あくまでも、フランス王および神聖ローマ皇
帝両者とロレーヌ＝エ＝バール公の封建的主従関係により端的に関連していた地域はバロワ・ム
ヴァン地域であり、ロレーヌ＝エ＝バール公の «souveraineté» を両権力との関係から読み解くと
いう点では、当地域がより適した分析対象である考えられる。そこで、ここでは、バロワ・ムヴァ
ン地域に注目しつつ、アントワヌが中立政策を志向することになった具体的な理由を探ることとし
よう。
　ニュルンベルクの和解以前、つまり、封建的主従関係が重視されていたと考えられる１５世紀から
１６世紀において、ロレーヌ＝エ＝バール公権がより警戒がした上位権力は、バロワ・ムヴァンとい
う一地域の封主であるフランス王ではなく、バロワ・ムヴァン地域を除いたロレーヌ＝エ＝バール
の封主であった神聖ローマ皇帝であり、ロレーヌ＝エ＝バール公権にとって、少なくともバロワ
・ムヴァンは重要な領地とはいえなかった３２。また、この時期のロレーヌ＝エ＝バール公家が、フ
ランス王家（ヴァロワ家 les Valois）の傍系アンジュー家 les Anjou の血筋にあることや、アント
ワヌの教育がフランス宮廷で行われたことなどをみれば、この時期のロレーヌ＝エ＝バール公権は、
１８世紀の状況とは異なり、フランス王家とより近しい関係にあったといえる３３。
　フランス王権が、バロワ・ムヴァンをその戦略地とみなすようになった直接的なきっかけは、ア
ントワヌが企図した、その息子フランソワとカール5世の姪クリスティヌ Christine の結婚にあっ
た（１５４１年）。この結婚によりロレーヌ＝エ＝バール公権と神聖ローマ帝権が接近することをフラ
ンス王権が警戒したのである３４。この結婚にアントワヌが期待していたことは、そもそも彼が相続
するはずであったにもかかわらず、カール5世への譲渡を強いられた所領（ヘルレ公領 duché de 
Gelre とズトフェン伯領 comté de Zutphen; いずれもハプスブルク領ネーデルラントに位置）を取
り戻すことにあったが、フランス王権の思惑はアントワヌと相容れなかったようである３５。じじ
つ、結婚後のフランソワの称号がポン＝タ＝ムソン侯からバール公フランソワ1世になることをう
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け、フランス王フランソワ1世は、バロワ・ムヴァンの封主であることを理由にこれに異議を唱え
ただけではなく、同地の裁判管轄についても異議を唱え、バロワ・ムヴァンの «souveraineté» を
めぐる主張をしはじめたのである３６。
　この申し立てによって、１５４１年4月、アントワヌによるフランス王への臣従礼がなかば強制的に
おこなわれ、ヘルレ公領とズトフェン伯領からロレーヌ＝エ＝バール公国へいたる玄関口であった
公国最北部のストゥネ ville de Stenay が、神聖ローマ皇帝の封の一部であるにもかかわらずフラ
ンス王に譲渡された。ストゥネは、ロレーヌ＝エ＝バール公国の要塞都市であり、イタリア戦争時
にクレピ条約 traité de Crépy（１５４４年）が締結されるまで、ここにフランス軍が駐屯することとなっ
た３7。このような状況は、フランス王権が、バロワ・ムヴァンでの封建的主従関係を利用して、バ
ロワ・ムヴァンとストゥネという、公国の最西端と最北端の地域を軍事的な戦略地として攻略した
軌跡を示している。
　一方、１５４２年からイタリア戦争がふたたび激しさを増し、フランス軍が早々にルクセンブルク公
国を占領すると、アントワヌは、戦時下における公国の中立を神聖ローマ皇帝に要求した。この要
求は、同年7月１０日には認められ、さらに8月２６日には、ニュルンベルクの和解が締結されることで、
ロレーヌ＝エ＝バール公と神聖ローマ皇帝は、文字通り、「和解」へと急速に向かっていった。
　ニュルンベルクの和解は、これにより、たとえロレーヌ＝エ＝バール公国が神聖ローマ帝権の影
響下におかれ続けることになったとはいえ、神聖ローマ帝権とロレーヌ＝エ＝バール公権の接近を
警戒していたフランス王権にとって歓迎すべきことであっただろう。他方、神聖ローマ帝権は、従
来のロレーヌ＝エ＝バール公権の要求を飲み、あらためて「いくつかの封」について、ロレーヌ＝
エ＝バール公との封建的主従関係を確認した。神聖ローマ帝権側が「和解」に期待したことは、「和
解」によってロレーヌ＝エ＝バール公権の「独立」を認め、その中立的な立場の維持に努めるよう
促すことで、バロワ・ムヴァンを拠点に公国への影響力を拡大しつつあるフランス王権側に公権が
容易に取り込まれるのを防ぐ手立てとなることであった３８。アントワヌによる中立政策は、以上の
ような背景において確立されていったのである。
Ⅴ．おわりに：ニュルンベルクの和解以降の諸状況と今後の課題
　１５５２年から１６２４年の間、フランス王国の統治にはロレーヌ＝エ＝バール公家の傍系であるギーズ
家 les Guise が関与した。それゆえ、ロレーヌ＝エ＝バール公権は、公国内の三司教領がフランス
軍に占領されたことを差し引いてもなお、比較的安定した関係をフランス王権との間に築いたとさ
れる３9。しかし、１６２４年以降、フランス王権を主導する中心的な人物として宰相リシュリューが登
場し、反神聖ローマ帝権（ハプスブルク家）政策を推進すると、ロレーヌ＝エ＝バール公権のおか
れた状況は、ふたたび厳しさを増していった。なぜなら、１６１８年に勃発した三十年戦争下において、
当時のロレーヌ＝エ＝バール公シャルル4世は、フランス王への臣従礼を拒否したことでその中立
を維持しきれず、バロワ・ムヴァンのみならず公国の首都であるナンシーも軍事占領され、ウィー
ンに亡命せざるをえない状況が生まれたからである。
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　以上のような状況から、われわれは、以下の二点について知ることができる。第一に、この時期
のロレーヌ＝エ＝バール公権の対外関係が、ルネやアントワヌの統治期とはかわって、完全に神聖
ローマ帝権よりにシフトしていることである。第二に、公国の軍事占領が臣従礼の拒否をきっかけ
におこなわれたにしろ、本来、封建的主従関係によって認められる権利（領主権）が、バロワ・ム
ヴァンを超えて公国全土を対象とした以上、この占領は、伝統的な封建的主従関係の枠組みを超え
た事態であり、それゆえ、ここには軍事占領をフランス王権に正当化させた別の論理がより積極的
に適用されていた可能性があるだろうこと、である。
　第一点目については、ニュルンベルクの和解がひとつの大きな画期になったことは間違いないと
考えられるが、第一点目と第二点目に共通した背景については、やはり、１7世紀以降にみられたフ
ランス王権の急速な拡大と、ヨーロッパの国際的な秩序の基準が、スペインや神聖ローマ帝国のよ
うなヨーロッパ規模の「帝国」から「中央集権的領域国家」へと移行しつつあるという、歴史の大
きな流れを無視することはできないだろう４０。
　すでに触れたように、１６世紀の封建的主従関係の下では、ロレーヌ＝エ＝バール公権にとって、
いまだ神聖ローマ帝権の方がフランス王権より注視すべき権力であり、バロワ・ムヴァンの重要性は、
公国全体に占める領地の割合という単純な側面からみても低かった。しかしながら、１7世紀のフラ
ンス王権は、臣従礼の拒否を理由としながらも、それとは関係なく公国全土を軍事占領したのであ
り、そこにはやはり、軍事力だけではないなにがしかの権力や、他を圧倒しうる支配理論があった
と考えられるのである。
　この軍事占領は、１６97年のライスワイク条約まで継続されたが、この条約は、単にフランス軍の
撤退を命じただけではなく、１６7０年当時の軍事占領前の公国の状態に戻すことを定め、ロレーヌ＝
エ＝バール公権がそれまでにおかれていた状況を一掃した。たとえば第２８条は、ロレーヌ＝エ＝バー
ル公シャルル4世が１６7０年当時に所有していた領土とその «souveraineté» の回復をレオポルド1世に
認めると謳ったものであり、同条約の第３８条ではその具体的な内容が以下のように定められている。
　本和平が批准されたのち、即座に、前述の公（ロレーヌ＝エ＝バール公レオポルド1世）
は、ロレーヌ＝エ＝バール公国に、その政務を指揮するための親任官 Commissaires を派遣し、
裁判を統括し、租税、塩税、その他の税に配慮し、さまざまな条約を自由に裁量し、他のす
べての問題について必要な対応をおこなう事ができるものとする。これらは、前述の公殿下
（ロレーヌ＝エ＝バール公）が、（ライスワイク条約の批准と）同時に、統治を完全に掌握
することができるようおこなわれるものである４１。
　これにたいして、同条約の第４１条は、フランス王とロレーヌ＝エ＝バール公の間にかわされた
１５7１年のブローニュ条約を含む「さまざまな和議 Concordats」の効力の維持をみとめたものであ
るため、レオポルド1世は、同条約で定められたバロワ・ムヴァンに関するフランス王との封建的
主従関係に依然としてしばられることとなった。
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　本稿でみてきたように、ロレーヌ＝エ＝バール公権の国際的な位置づけや、公権がその伝統的な
対外政策として中立政策を採ることとなった背景には、神聖ローマ帝権とフランス王権という二大
強権との封建的主従関係、二大権力同士の関係、そして、そこから受ける影響が大きく作用してい
た。またこの影響が、１８世紀にも継続してロレーヌ＝エ＝バール公権を左右し続けたことは疑いよ
うがないだろう。
　それでもなお、ロレーヌ＝エ＝バール公権は、１7２9年には永世中立の承認をフランス王より受け
るにいたった。この承認は、軍事的な衝突の上での解決ではなく、ロレーヌ＝エ＝バール公権側と
フランス王権側の完全なる対話交渉で成立した。つまりそこには、従来とは異なる状況やあらたな
権力論理が必ず存在したはずである。したがって、今後の課題としては、１６世紀から続く二大権力
からの伝統的な影響力を念頭におきつつ、フランス王権が、伝統的な封建的主従関係の枠組みを超
えて軍事占領を正当化した論理や、ロレーヌ＝エ＝バール公権が永世中立を獲得するにいたった論
理などが、互いの交渉の中でどのように錯綜し衝突しあったのかを詳細に検討していく必要があろ
う。そのなかに、１８世紀ロレーヌ＝エ＝バール公権に独自の «souveraineté» の論理を見いだせる
はずである。
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